（様式第2号）

簡易公募型プロポーザル実施要領の遵守に関する誓約書

下記のとおり、（債）令和8年度東松島市東部地域包括支援センター運営業務に係る簡易公募型プロポーザル実施要領で定められている応募条件を全て満たしていることに相違ありません。
　なお、参加資格の確認をするに当たり、東松島市の職員が東松島市の所有する納税状況に関する資料を調査することに同意します。

	誓約
事項
	□　
	
	地域包括支援センターを適切、公正、中立かつ効果的に運営し、仕様書等において示す内容に適合した業務を実施することができる。

	
	□　
	
	市内に介護保険サービスを提供する事業所を有し、かつ、市内における介護保険サービスの提供実績が3年以上ある。

	
	□　
	
	介護保険法第115条の22第2項の規定に該当しない。

	
	□　
	
	市税の滞納がない。

	
	□　
	
	法人の役員等に次の項目該当する者がいない。

	
	
	□　
	地方自治法施行令第167条の4の規定に該当しない。

	
	
	□　
	会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者がいない。

	
	
	□　
	東松島市暴力団排除条例（平成24年条例第44号）第2条第2号に規定する暴力団員、同条第3号に規定する暴力団員等又はこれらと密接な関係を有する者がいない。

	
	
	□
	禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者がいない。

	
	□　
	
	宗教活動や政治活動を主たる目的としていない。

	
	□
	
	応募する地域包括支援センターを新規に受注する法人の場合、令和9年4月以降に配置を予定する職員が、令和9年3月に現在の地域包括支援センターからの引継ぎを受ける体制を十分に確保できる。
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